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３．事業の実施状況 

 
令和４年度宮崎県計画に規定した事業について、令和４年度終了時における事業の実施

状況を記載。 

事業の区分 Ⅰ-2地域医療構想の達成に向けた病床数又は機能の変更に関する事業 

事業名 【NO.1】 病床機能再編支援事業 【総事業費】 92,568千円  

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス

感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、地域の実情に

応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築するため、病床の機能分化・連携を

促進する必要がある。 

アウトカム指標：  

宮崎県地域医療構想の病床数の必要量と病床機能報告の病床数との比較におい

て不足する病床機能の充足 

区域名 
２０２０年度 
病床機能報告値 

２０２５年 
病床数の必要量 

宮崎東諸県 

高度急性期 ６８２床 
急性期 ２，６２６床 
回復期   ７３７床 
慢性期 １，２４２床 
（休棟等） １３４床 
計    ５，４２１床 

高度急性期     ５５８床 
急性期       １，６０２床 
回復期     １，３２４床 
慢性期         ９６２床 
  計   ４，４４５床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  ６，５２３．８人／日  

都城北諸県 

高度急性期  ４５床 
急性期  １，６６９床 
回復期    ４５８床 
慢性期   ４２１床 
（休棟等） １６６床 
計   ２，７５９床 

高度急性期  ２１８床 
急性期    ６７６床 
回復期    ７４０床 
慢性期    ２７９床 
計    １，９１１床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  ２，１８４．４人／日  

延岡西臼杵 

高度急性期  ４２床 
急性期 １，０２８床 
回復期   ２８１床 
慢性期    ４９２床 

（休棟等）   ５３床 
計   １,８９６床 

高度急性期  １０８床 
急性期    ４１８床 
回復期    ５２２床 
慢性期    ３０９床 

 
計    １，３５７床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  ２，０３３．５人／日  

日南串間 

高度急性期  ４床 
急性期  ３９２床 
回復期  １５０床 
慢性期  ６６７床 
（休棟等） １８床 
計  １，２３１床 

高度急性期  ３７床 
急性期   １６５床 
回復期   ２７０床 
慢性期   ４０７床 

 
計     ８７７床 

※在宅医療等の必要量（医療需要） ８５４．９人／日 

西諸 

高度急性期  ０床 
急性期  ４９８床 
回復期  ２５０床 
慢性期  ３６２床 
（休棟等） ３４床 
計  １，１４４床 

高度急性期  ２７床 
急性期   １６４床 
回復期   ３９９床 
慢性期   ２０６床 

 
計     ７９５床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  １，２７９．６人／日  
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西都児湯 

高度急性期  ０床 
急性期   ５１０床 
回復期  １３４床 
慢性期   ４３３床 
（休棟等） ５６床 
計    １，１３３床 

高度急性期   １８床 
急性期      １５２床 
回復期    ４１６床 
慢性期      ３２４床 

 
計          ９０８床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）１，１８３．７人／日  

日向入郷 

高度急性期  ０床 
急性期  ４６２床 
回復期  ２１５床 
慢性期  ３２７床 
（休棟等）  ３９床 
計    １，０４３床 

高度急性期  ３６床 
急性期   １８１床 
回復期   ３４９床 
慢性期   １８１床 

 
計     ７４６床 

※在宅医療等の必要量 ８４４．６人／日 
 

事業の内容（当初計画） ・医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編

の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 
・複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機

能再編を実施し統合する場合、当該統合に参加する医療機関に対し、減少する病

床数に応じた給付金を支給する。 
・複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機

能再編を実施し統合する場合、当該統合によって廃止となる医療機関の未返済の

債務を、統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の、当該融

資に係る利子の全部又は一部に相当する額に係る給付金を支給する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

対象となる医療機関数 １医療機関/年 

アウトプット指標（達成値） 対象となる医療機関数 ４医療機関/年 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：宮崎県地域医療構想の必要病床数と病

床機能報告の病床数との比較において不足する病床機能の充足。 
 

病床機能 2020 2021 2022 
増減 

（2022-2020） 

高度急性期 773 795 811 ＋38 

急 性 期 7,185 7,435 7,217 ＋32 

回 復 期 2,225 2,235 2,272 ＋47 

慢 性 期 3,944 3,477 3,315 -629 

（１）事業の有効性 

将来地域において必要となる医療機能を各医療機関が有するための整備費用等

に活用できるものであり､今後､地域にふさわしい機能分化･連携を進める上で必

須の事業となった｡ 

（２）事業の効率性 

事前調査によりニーズを把握した上で､申請のあったもののうち､書面ヒアリン

グ等により効果が高いと判断したものに補助したため､効率的に執行できたと考

える｡ 

その他 総事業費 R04：92,568千円(基金92,568千円、その他0千円) 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.3】 

高次脳機能障がい相談・支援拠点機関事業 

【総事業費】 

1,000千円 

事業の対象とな

る区域 

県全体 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

事故や脳血管疾患等により高次脳機能障がいになった方やその家族が、地域

で安心して生活し、社会参加できるよう、亜急性期から回復期、また、維持期

でのリハビリテーションそれぞれについて、地域における支援ネットワークを

構築する必要がある。 

アウトカム指標： 

高次脳機能障がいになった者やその家族に対する支援体制を強化する。 

県内支援協力医療機関 19施設(2020年度)→21施設(2022年度) 

事業の内容（当初

計画） 

医師と多職種間の円滑な連携を図るため研修会を開催することにより高次脳

機能障がい支援に関わる者の対応スキルを向上させ、県内における支援体制の

強化を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

研修会 １回 

アウトプット指標

（達成値） 

研修会 １回 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

県内支援協力医療機関 47(2023年4月1日現在) 

（１） 事業の有効性 

研修会を通じた医療従事者等のスキルアップとともに､医師と他職種間の円

滑な連携を図ることによって県内における支援体制の強化（県内支援協力医療

機関の増加）も図ることができた｡ 

（２）事業の効率性 

 研修会を開催することで､医療従事者等が高次脳機能障がいの支援に関する

知識や技能を習得することができ､県全体における高次脳機能障がいの支援に

関わる者の対応スキルの向上や支援協力医療機関への登録意向にも繋がったこ

とから､効果的な執行ができたと考える｡ 

その他 総事業費  

R03：500千円(基金500千円、その他0千円) 

R04：500千円(基金500千円、その他0千円) 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.4】 

アドバンス・ケア・プランニング普及啓発事業 

【総事業費】 

6,409千円 

事業の対象とな

る区域 

県全体 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和７年３月31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

・現在は、約７割の人が医療機関で、約１割の人が自宅で亡くなっているが、「高

齢者の健康に関する意識調査（内閣府）」によると国民の約６割が「最期を迎え

たい場所」について、「自宅」を希望しており、今後、看取りの場所として「在

宅」も可能とする体制を確保することが求められている。 

・本人は自宅で最期を迎えたいと考えていても、いざ、急変となると本人が意思

表示できないことが多く、家族が救急車を呼び、最期を病院で看取るケースがあ

るが、自らが望む医療やケアについて前もって考え、家族等の信頼できる人や医

療・ケアチームと繰り返し話し合い、共有していれば、本人が意思表示できなく

ても、本人が望む対応が可能となる。 

・最期まで自分らしい生活を送るためには、在宅で医療の提供を受けながら

最期を在宅で迎える選択肢もあることから、県民が看取りの段階まで含めた在

宅医療について理解を深める必要がある。 

アウトカム指標： 

・看取りに関する取り組みを実施する市町村数 

 R2 ５市町（19％）⇒ R5 13市町村（50％） 

事業の内容（当初

計画） 

人生の最終段階を本人の希望どおりに過ごすためには医療・ケアに関して本

人の意思が尊重されることが重要であることから、アドバンス･ケア･プランニ

ングに関する人材の育成及び普及媒体の作成等を行い、普及啓発を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

推進委員会の開催   ５回 
実践報告会の開催   ２回 

アウトプット指標

（達成値） 

推進委員会の開催   ５回 
実践報告会の開催   １回 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

看取りに関する取り組みを実施する市町村数 13市町村(R4) 

（１）事業の有効性 

当事者や支援者等からの相談対応や支援を随時行うとともに､医師と他職種

間の円滑な連携を図るため、アドバンス・ケア・プランニング推進委員会を開催

し､県内における支援体制の強化を図ることができた｡ 

アウトプット指標のうち実践報告会の開催については、初回の開催となり、企

画に時間がかかったため、年１回の実施となったが、今後は開催回数の増加及び

内容の充実を図っていく。 

（２）事業の効率性 

 実践報告会を開催することにより、アドバンス・ケア・プランニングが特別な

ことではなく、身近なことと捉えてもらうことにより、意思決定支援を実践する

専門職の増加に繋がり､効果的な執行ができたと考える｡ 

その他 総事業費 R04：6,409千円(基金6,409千円、その他0千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.5】 専門医育成事業 【総事業費】 1,048千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会、宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 □継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

産科や小児科などの特定診療科の医師不足が深刻な状況にあるため、特定

診療科に勤務する医師の育成・確保を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

・小児科医師数（標準化医師数） 128人(2016年)→145人(2023年) 

・産婦人科医師数（標準化医師数） 100人(2016年)→106人(2023年) 

・｢地域医療・総合診療医学講座｣の専門研修プログラムで育成される総合診療

医 ５人(2020年)→10人(2022年) 

事業の内容（当初

計画） 

・産科、小児科及び総合診療の専門研修を行う専攻医に研修資金を貸与する｡ 

・大学及び県内小児医療機関が共同して、小児科専攻医を対象とした症例研究

会を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・産科・小児科及び総合診療専攻医への研修資金の貸与 14人 

・小児科専門医症例研究会 ５回 

アウトプット指標

（達成値） 

・産科・小児科及び総合診療専攻医への研修資金の貸与 ０人 

・小児科専門医症例研究会 ５回  

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

・小児科医師数  139人(2020年) 

・産婦人科医師数 106人(2020年) 

「医師・歯科医師・薬剤師統計」の2022年の数値はまだ公表されていないた

め観察できなかったが、代替的指標として上記の数値に2021、2022年の県内

の専門研修プログラム開始者を加え、小児科医師数は150人（2022年）、産婦

人科医師数は113人（2022年）となり、医師数がそれぞれ増えてきていること

が観察できた。 

・｢地域医療・総合診療医学講座｣の専門研修プログラムで育成される総合診療 

医 10人(2022年) 

（１） 事業の有効性 

 今後の県内定着が期待される専攻医に対する研修資金の貸与を通して医師

の確保に取り組んだ。また様々な症例研究の発表･報告を実施したことで､小児

科専攻医の更なる資質向上が図られた｡なお、令和４年度については貸与制度

の見直しを行ったが、貸与希望者の見直しへの理解を徹底できなかったため、

貸与希望者が０名であった。このため、積極的に各医局を訪問し本事業の理解

促進に努め、貸与希望者の確保を図っており、令和５年度については、新規貸

与者を確保できている。 

（２）事業の効率性 

 対象診療科の現場を直接支える医師に対し､研修資金の貸与等充実させるこ

とで、効率的に対象診療科の医師確保・育成ができた。また、大学及び小児医

療機関が共同で症例研究の発表・報告等を実施したことで、県内の小児科専門

研修医の情報共有が図られ、効率的に資質を向上することができた。 

その他 総事業費 R04：1,048千円(基金1,048千円、その他0千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.6】 女性医師等就労支援事業 【総事業費】8,069千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 □継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

県内の女性医師の実数及び構成比が年々増加してきていることから、女性

医師が安心して働き続けることができるよう、出産・育児・介護といったラ

イフステージに応じた支援体制の充実を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

・県内医師数に占める女性医師の割合 

18.6％(2018年)→21.9％(2023年) 

・雇用継続や復職につながった女性医師数 ８人（2022年） 

事業の内容（当初

計画） 

ワークライフバランスに対する意識の啓発から、情報提供・相談、就労支援

をワンストップで対応できる体制を構築し、女性医師等が働き続けられる環境

を整備する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・日当直や時間外勤務免除等の支援数 10人 

・子どもの一時預かりや送迎等の支援数 40人 

アウトプット指標

（達成値） 

・日当直や時間外勤務免除等の支援数  ２人 

・子どもの一時預かりや送迎等の支援数 49人 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・県内医師数に占める女性医師の割合 19.5％(2020年) 

女性医師数は、「医師・歯科医師・薬剤師統計」の数値がまだ公表されていな

いため、2022年の数値は観察できなかったが、代替指標として2021年及び

2022年に県内で臨床研修を開始した女性医師38人を、2020年の「医師・歯科

医師・薬剤師統計」の県内医師数に占める女性医師数に加えると599名

（20.0％）となり、女性医師数が増えてきていることが観察できた。 

・雇用継続や復職につながった女性医師数 ２人（2022年） 

（１）事業の有効性 

  女性医師等への短時間勤務制度､日当直の免除等を行う２医療機関に対

し､短時間勤務制度及び日当直免除を実施した場合の代替医師の人件費等を支

援し､２人の女性医師の離職防止・復職支援を促進した｡また､49人の子育て中

の女性医師等に対して保育支援を実施したことで､医師として働き続けていけ

る環境づくりが図られた｡ 

日当直や時間外勤務免除等の支援数については、代替医師不足等の理由によ

り目標値が達成できなかった。今後については、医療機関向けの事業説明会や

現地訪問等を通じて本事業の利用促進を図り、増加傾向にある女性医師が安心

して働き続けることができるよう、引き続き日当直や時間外勤務免除等を支

援する必要がある。 

（２）事業の効率性 

年間を通じた女性医師ｷｬﾘｱ支援相談窓口の運営等により､女性医師だけでな

く男性医師を含めた医師全体のﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽに対する意識を高めることができ

た。 

その他 総事業費 R04：8,069千円(基金7,069千円、その他1,000千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.7】 

地域医療支援機構運営事業 

【総事業費】 

83,411千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、宮崎県医師会、宮崎大学等 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

本県は、医師少数県であり、７つの２次医療圏のうち、６医療圏が医師少数区

域となるなど、医師不足及び医師の地域偏在が顕著であるため、医師の安定的な

確保・育成が急務。 

アウトカム指標： 

・県内での臨床研修開始者数 57人(2019年)→80人(2023年) 

・医師修学資金貸与者（2021年臨床研修2年次以降）のキャリア形成プログラム

参加率→ 100％（2023年） 

・就業医師数（標準化医師数）2,597人(2016年)→2,608人(2023年) 

・県内での臨床研修開始者数 74人(2022年) 

事業の内容（当初

計画） 

宮崎県と宮崎大学、宮崎県医師会、市町村等が密接に連携し、医師の育成・確

保対策のために以下の事業を実施する。 

・医師配置等促進事業（機構医師等による医学生向けキャリア支援、（仮称）医

師配置等管理システムの導入 等） 

・医師養成・確保支援事業（医師招へい、研修会、説明会開催等） 
・情報発信事業（ウェブサイト運営、広報誌作成、新聞広告） 
・医師スキルアップ支援事業（専門医等の資格取得、更新への支援） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・キャリア形成プログラムにかかるセミナー等の開催 年２回   

・臨床研修病院説明会出展回数 ５回 

・医師あっせん数 ５名 

・専門医等の資格取得等に対する支援数 130人 

アウトプット指標

（達成値） 

・キャリア形成プログラムにかかるセミナー等の開催 年５回   

・臨床研修病院説明会出展回数 ４回 

・医師あっせん数 ０名 

・専門医等の資格取得等に対する支援数 169人 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

・県内での臨床研修開始者数51人(2022年) 

・医師修学資金貸与者（2021年臨床研修2年次以降）のキャリア形成プログラム

参加率→ 100％（2022年） 

・就業医師数（標準化医師数） 2,727人(2023年) 

（１）事業の有効性 

県と宮崎大学、県医師会、市町村等が連携して若手医医師の育成・確保、県外

からの医師招へいに取り組むとともに、「宮崎県キャリア形成プログラム」の充

実、周知活動を通じて、県全体の医師確保を推進することができた。また宮崎大

学等と連携し、「宮崎県キャリア形成卒前支援プラン」を策定した。 

アウトプット指標は概ね目標を達成できたものの、新型コロナの影響により、

臨床研修病院説明会出展回数及び医師あっせん数は目標を下回ったため、WEB等
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の活用を検討し、積極的なPRに取り組む。  

（２）事業の効率性 

宮崎大学、県医師会、市町村等の関係機関と常に顔の見える関係を構築し、情

報共有を図りながら育成・確保から招へいまで一体的に取り組むことで、効率的

に事業を実施することができた。 

その他 総事業費 

R04：83,411千円(基金83,411千円、その他0千円) 

 臨床研修開始者数は増加傾向にあったが、医師国家試験の合否等の影響によ

り、目標を下回ったため、継続して県内外での臨床研修病院説明会や様々な媒体

を用いた情報発信を行い、臨床研修医の確保に努める。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.8】 

医療勤務環境改善支援センタ―事業 

【総事業費】 

  5,056千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会、宮崎県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

病院における長時間労働など過酷な労働環境が問題となっている中、医療機

関における経営の安定化・雇用の質の向上・医療の質の向上、患者満足度の向上

を図る必要がある。 

アウトカム指標：  

・就業医師数（標準化医師数） 

2,597人 (2016年)→2,608人 (2023年) 

・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な、時短計画案の策定に着手又は検

討を開始した医療機関数 ６医療機関（2022年） 

事業の内容（当初

計画） 

医療従事者の勤務環境の改善を促進するための拠点として、医療勤務環境改

善支援センターを設置し、医療機関の勤務環境改善を促進するための支援を行

う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・医療機関からの相談件数 15件 

・社会保険労務士等の訪問(支援)件数 20件 

・勤務環境改善マネジメントシステムを活用した改善に取り組む医療機関数 

 ２医療機関 

アウトプット指標

（達成値） 

・医療機関からの相談件数 88件 

・社会保険労務士等の訪問(支援)件数 63件 

・勤務環境改善マネジメントシステムを活用した改善に取り組む医療機関数 

 ０医療機関 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

・就業医師数（標準化医師数） 2,727人(2023年) 

・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な、時短計画案の策定に着手又は検

討を開始した医療機関数 ８医療機関（2022年） 

（１）事業の有効性 

 令和６年度から開始される医師の時間外労働上限規制に向け、電話等による

相談対応や各アドバイザーの医療機関への個別訪問のほか、県医師会ホームペ

ージや医療機関向け研修会等での制度説明、支援制度の周知により､県内医療機

関の勤務環境改善の意識を高めることができた。 

なお、新型コロナの影響により、医療機関へのアドバイザーの派遣が制限さ

れ、医療機関の勤務環境改善に向けた取組も遅れが生じたため、アウトプット

指標のうち一部目標値が達成できなかった。令和６年度から開始される医師の

時間外労働上限規制に向け、引き続き県内の医療機関が実施する医師の勤務環

境改善に向けた取組を積極的に支援する必要がある。 

（２）事業の効率性 

宮崎労働局や県医師会、県看護協会等の関係機関で組織された医療勤務環境

改善支援ｾﾝﾀｰ運営協議会で､情報共有を図りながら、効率的に事業を実施するこ

とができた。 
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その他 総事業費  

R04：5,056千円(基金5,056千円、その他0千円) 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.9】 

医師修学資金貸与事業 

【総事業費】 

 174,757千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

医師の地域的偏在や、小児科等特定診療科の医師不足等から、地域医療の現場

を支える医師の安定的な確保が必要。 

アウトカム指標：県内での臨床研修開始者数 

57人(2019年)→80人(2023年) 

事業の内容（当初

計画） 

将来、県内の指定医療機関に勤務する意思を持った医学生に対し、修学資金を

貸与する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

医師修学資金新規貸与者数 16名 

アウトプット指標

（達成値） 

医師修学資金新規貸与者数 49名 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

県内での臨床研修開始者数 51人(2022年)  

（１）事業の有効性 

医師修学資金貸与者は､卒業後に県が指定する医療機関に一定期間勤務する

義務が生じるが､義務履行を果たせば修学資金を返還免除とする一方で､義務を

履行できない場合は､利息をつけて一括で返還させることから､医師確保の面か

ら有効であったと考える｡  

（２）事業の効率性 

一定期間の義務履行を果たせば返還免除とすることで､医師不足等の解消に

向け､効率的に県内の地域医療提供体制の充実を図ることができたと考える｡ 

その他 総事業費 R04：174,757千円(基金174,552千円、その他205千円) 

近年の臨床研修開始者数は年度間のバラツキはあるものの60人前後で推移し

ている。令和４年度より宮崎大学医学部地域枠の定員を拡充し、貸与者は大幅

に増加した。臨床研修開始者の数値として効果が現れるまでに時間はかかるが、

今後も医師修学資金貸与者及び地域枠入学者へ地道に働きかけ、県内臨床研修

開始者数の増加を図る。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.10】 

宮崎県ナースセンター事業 

【総事業費】 

23,933千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職者

の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を図って

いくことが求められている。 

アウトカム指標：  

・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2019年)→8.5％以下(2023年) 

事業の内容（当初

計画） 

保健師、助産師、看護師及び准看護師で未就業の者に対し、医療機関等と連携

した就業促進に必要な支援等を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・ナースバンクを活用した年間就業者数  350名 

・ナースバンク求職・求人相談件数 1,800件 

・復職支援研修会参加者数 100名 

・医療機関等と連携した復職支援研修 ２地区、参加者 15名 

・看護体験者数 600名 

アウトプット指標

（達成値） 

・ナースバンクを活用した年間就業者数  432名 

・ナースバンク求職・求人相談件数 3,648件 

・復職支援研修会参加者数 140名 

・医療機関等と連携した復職支援研修 ２地区、参加者10名  

・看護体験者数 116名 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

・看護職員の県内就業者数 21,464人(2020年)  

・看護職員の離職率 10.5％(2021年) 

看護職員の県内就業者数は、隔年で届出が義務付けられている看護師等業務

従事者届をもとに計上しており、2022年12月末の数値について、現在未確定とな

っている。このため現時点では観察できないが、年間就業者数や相談件数、復職

支援研修の状況から、県内就業者数の維持・増加に寄与していると考える。 

（１）事業の有効性 

県内７地区のﾊﾛｰﾜｰｸでの出前就業相談(求人･求職の支援)等の実施により､ﾅｰ

ｽﾊﾞﾝｸ事業とﾊﾛｰﾜｰｸとの連携体制を強化し､保健師､助産師､看護師等の未就業の

就業促進を図った｡また､看護に興味のある中学生や高校生等への看護進路相談

会やふれあい看護体験等の実施により､看護業務等を広く普及啓発したととも

に､潜在看護職員に対して､復職支援研修を実施し､再就職の支援を促進した｡ 

ふれあい看護体験は新型コロナウイルス感染症の流行により７割以上の施設

で受入中止となったため、目標値には到達していないものの、経験者の7割以上

が看護系養成施設へ進学しており、今後も継続していく。また、復職支援研修

は、再就職促進に有用であり、今後も参加を促進していく必要があることから、
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参加状況を踏まえ、開催内容や回数を検討しているところである。 

（２）事業の効率性 

(公社)宮崎県看護協会への事業委託により､求人･求職のﾐｽﾏｯﾁに対する細や

かな支援や､県内全域への看護業務の普及啓発ができた｡ 

その他 総事業費 

R04：23,933千円(基金13,243千円、その他10,690千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.11】 

特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 

【総事業費】 

8,175千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、各医療機関等 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

高齢化や人口減少が進む中、医療の質や安全の確保のために、急性期から在宅

医療等まで幅広く支える高度な専門知識と技術も持った特定行為研修修了者の

養成が必要である。 

そのため、県内での研修受講環境を確保するため、特定行為研修指定研修機関

等の整備を促進する必要がある。 

アウトカム指標： 

特定行為研修修了者延べ人数  

67名（2020年）→80名（2022年） 

事業の内容（当初

計画） 

特定行為研修制度への理解を深めるための研修会や推進に関する検討会を開

催する。また、特定行為研修指定研修機関や特定行為研修協力機関としての準

備を行う医療機関等に対する経費の一部を補助する。 
〔補助対象経費〕 

 初度整備にかかる費用（賃金、旅費、需用費、役務費、備品購入費など） 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・研修会開催回数 １回  
・検討会開催回数 ２回 
・特定行為研修指定研修予定機関への支援 準備：１施設、運営：２施設 
・特定行為研修協力予定機関への支援   準備：１施設、運営：２施設 

アウトプット指標

（達成値） 

・研修会開催回数 １回  
・検討会開催回数 １回 
・特定行為研修指定研修予定機関への支援 準備：１施設、運営：２施設 
・特定行為研修協力予定機関への支援 ０施設（申請なし） 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

特定行為研修修了者延べ人数  

42名（2018年）→67名（2020年） 

修了者延べ人数は、隔年で届出が義務付けられている看護師等業務従事者届

をもとに計上しており、2022年12月末の数値について、現在未確定となってい

る。このため現時点では修了者数の観察はできないが、県内の指定研修機関が

新たに１施設設置され、合計３施設に増えたため、研修修了者の増加につなが

っていると考えられる。 

（１）事業の有効性 

 検討会開催回数は1回となったが、指定研修機関の開設が増え、特定行為研修

制度の周知を図るとともに制度推進について、課題や方向性を共有、検討でき、

指定研修機関設置を促進することができた。協力予定機関への支援施設数の申

請は無かった。他施設職員の実習を受け入れる協力機関に対する支援となり、

特定行為の認知度が低いこと、教育体制を整えるハードルが高いことが考えら

れる。改善の方向性としては、県内に指定研修機関が設置され特定行為研修の

認知度が上がってきているため、施設に対して情報提供を行い、協力機関の増
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加につなげたい。 

（２）事業の効率性 

 職種を問わず研修会を開催し、広く周知を図ることができ、キーとなる医療

機関を含めた検討会の開催、支援により、効率的に研修終了者の増加を図るた

めの事業展開ができた。 

その他 総事業費 

R04： 8,175千円(基金5,549千円、その他2,625千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.12】 実習指導者講習会事業 【総事業費】 3,273千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県（県看護協会へ委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築が進み、療養の場が医療機関から自宅、介護施設

等へ移行している中で、学生の看護実習の場も拡大している。看護職の人材確

保・定着を推進するため、量・質ともに優れた看護職の養成が必要であり、実習

指導者としての役割やスキルを学び、現場での看護教育の充実、向上を図って

いくことが求められている。 

アウトカム指標： 

・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・新人看護職員の離職率 9.4％(2019年)→8.0％以下 (2023年) 

事業の内容（当初

計画） 

看護教育における実習の意義及び実習指導者としての役割を理解し、効果的

な実習指導を行うために必要な知識、技術を習得させる講習会を行う。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・実習指導者講習会 講義及び演習 184.5時間 30名 

・実習指導者講習会(特定分野) 講義及び演習 48時間 20名 

・フォローアップ研修 年１回 

アウトプット指標

（達成値） 

・実習指導者講習会 講義及び演習 184.5時間 40名 

・実習指導者講習会(特定分野) 講義及び演習 48時間 ８名 

・フォローアップ研修 年１回 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・看護職員の県内就業者数 21,464人(2020年)  

・看護職員の離職率 8.1％(2020年) 

看護職員の県内就業者数は、隔年で届出が義務付けられている看護師等業務

従事者届をもとに計上しており、2022年12月末の数値は、現在未確定となってい

る。このため現時点では県内就業者数等は観察できないが、県内養成所の県内

就職率は64.7％（2020年）から65.3％(2022年)と増加しており、県内就業者数の

増加に結びついていると考える。 

（１）事業の有効性 

参加者には実習指導経験のない者もいたため、看護師等養成所の実習施設の

実習指導者等を対象に､効果的な実習指導ができるよう必要な知識・技術を修得

させる講習会を実施することにより､実習指導者の資質を向上させ､看護教育の

充実を図ることができた。なお、アウトプット指標のうち実習指導者講習会（特

定分野）の参加者数については、当初の目標に達していない。実習指導者講習会

（特定分野）は、施設や訪問看護ステーションなどの病院以外の中小規模の事

業所からの参加者が多く、新型コロナウイルス感染症の影響により参加を見合

わせたためと考えられる。改善の方向性として、参加勧奨を再開することで参

加者増につなげたい。 

（２）事業の効率性 

県全域にある実習施設の実習指導者が対象であり､県看護協会に事業を委託

することにより安定して講習会を運営でき､県全体の看護の質の向上にも繫が

り効果的な執行ができた｡ 

その他 総事業費 R04：3,273千円(基金3,273千円、その他0千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.13】 

新人看護職員卒後研修事業 

【総事業費】 

30,873千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県看護協会へ委託）、対象医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職者

の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を図って

いくことが求められている。 

一方で、医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど国民ニーズの変

化を背景に、看護の臨床現場で求められる臨床実践能力と看護基礎教育で修得

する看護実践能力との間には乖離が生じている。この乖離は新人看護職者の離

職の一因となっているため、新人看護職員研修等の実施により新人看護職者の

臨床実践能力の向上を図ることが求められている。 

アウトカム指標： 

・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・新人看護職員の離職率 9.4％(2019年)→8.0％以下 (2023年) 

・ガイドラインに沿った新人看護職員研修を実施している医療機関の割合 

 71.1%(2017年)→90.0%(2022年) 

事業の内容（当初

計画） 

・新人看護職員研修推進事業 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師

の臨床研修体制の支援、研修責任者の育成及び地域における連携体制の構築を

図るための研修会等を開催する。 

・新人看護職員研修事業 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師

の看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、各医療機関において基本的な

臨床実践能力を獲得するための研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・新人看護職員合同研修の開催 ８回(900名) 

・研修責任者等研修の開催 ６回(240名) 

・新人看護職員研修推進協議会の開催 １回 

・事業実施医療機関 35施設 

アウトプット指標

（達成値） 

・新人看護職員合同研修の開催 12回(963名) 

・研修責任者等研修の開催 ６回(351名) 

・新人看護職員研修推進協議会の開催 １回 

・事業実施医療機関 26施設 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

・看護職員の県内就業者数 21,464人(2020年) 

・新人看護職員の離職率 9.0％(2020年) 

・ガイドラインに沿った新人看護職員研修を実施している医療機関の割合

74.7％（2021年） 

看護職員の県内就業者数は、隔年で届出が義務付けられている看護師等業務

従事者届をもとに計上しており、2022年12月末の数値について、現在未確定と

なっている。このため現時点では県内就業者数等は観察できていないが、ガイ
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ドラインに沿った新人看護職員研修を実施している医療機関の割合が増加し

ていることから、看護職者の安定的な養成・確保のための体制が図られており、

県内就業者の増加に寄与していると考えられる。 

（１） 事業の有効性 

国の｢新人看護職員研修ガイドライン｣に基づく研修体制を整備して実施す

る病院に研修経費を支援し､新人看護職員の研修体制を整備できたことによ

り､県内看護職員の確保､定着につながった｡アウトプット指標である事業実施

医療機関数は目標未達成であるが、新型コロナウイルス感染症の影響により、

医療機関において事業実施が困難であったことが原因と考える。なお、代替的

に、合同研修が十分活用されており、新人看護職者の臨床実践能力の向上のた

めの事業として有効であった。当事業の周知を積極的に図るなど改善を加えな

がら、引き続き事業を継続する。 

 

（２）事業の効率性 

 看護職員の研修企画に関する豊富な知識等がある県看護協会に事業を委託

することにより効率的な研修が実施できた。また、各医療機関で実施している

研修に合わせて、合同研修を活用することにより、各医療機関での研修内容の

補完及び新人看護職員同士の交流が図られ、事業は効率的に実施された。 

その他 総事業費 

R04：30,873千円(基金14,117千円、その他16,756千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.14】 

病院内保育所運営支援事業 

【総事業費】 

26,021千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

超高齢化社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職

者の需用は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な要請・確保を図る

ことが求められている。 

アウトカム指標：  

・病院内保育所の設置数 25か所(2021年)→30か所(2024年) 

・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2019年)→8.5％以下を維持(2023年) 

事業の内容（当初

計画） 

県内に所在する病院及び診療所に従事する職員の離職防止及び再就業を促

進し医療従事者の確保を図るため、病院内保育施設を運営する事業者を支援す

る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・対象施設 ２か所 

・対象施設における利用者数(児童数) 15人 

アウトプット指標

（達成値） 

・対象施設 ２か所 

・対象施設における利用者数(児童数) 28人 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

病院内保育所の設置数  26か所(2021年) 

看護職員の県内就業者数 21,464人(2020年)  

看護職員の離職率    8.1％(2020年) 

看護職員の県内就業者数は、隔年で届出が義務付けられている看護師等業務

従事者届をもとに計上しており、2022年12月末の数値について、現在未確定と

なっている。このため現時点では観察できないが、代替指標として、対象施設

における院内保育施設を利用する医療従事者数は、23人(2020年)から26人

(2022年)に増加したことから、当事業は職員の離職防止及び再就業の促進に寄

与していると考えられる。 

（１）事業の有効性 

病院内保育施設を運営する事業者への運営費を支援することで､女性医師や

看護職員等の離職防止及び再就業を促進し､医療従事者の確保・定着を図るこ

とができた｡ 

（２）事業の効率性 

女性医師や看護職員等が働き続けることのできる勤務環境を整備すること

により､効率的に離職防止及び再就業促進に寄与した。また、休日保育等の補

助額加算項目を設定することで医療従事者の勤務事情に対応した保育体制が

整備され、効率的に事業を実施できた。 

その他 総事業費 

R04：26,021千円(基金4,599千円、その他21,422千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.15】 

障がい児者歯科専門医育成事業 

【総事業費】 

1,718千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎市郡歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

県内の障がい児者の歯科診療のニーズは年間延べ約26,000人（うち全身麻酔

法における歯科診療が必要な者は約470人）と推定されるが、これらの歯科診

療ニーズに対応するためには、宮崎歯科福祉センター（以下、「センター」と

いう。）において全身麻酔法などにおける歯科診療など高度な医療に対応でき

る障がい児者専門医及び歯科麻酔医数の確保を図るとともに、地域の協力歯科

医療機関との連携をスムーズに行う必要がある。 

アウトカム指標： 

・高度な医療に対応できる障がい児者歯科専門医数 

  ２人(2021年度) → ２人以上 (2023年度) 

・高度な医療に対応できる歯科麻酔医数 

   １人(2021年度) → １人以上(2023年度) 

・センターでの全身麻酔法及び静脈内鎮静法による歯科治療の件数 

  259件(2020年度) → 300人（2023年度) 

・センターから協力歯科医療機関への紹介件数 

43件（2020年度） → 100件（2023年度） 

事業の内容（当初

計画） 

県内唯一の障がい児者専門の歯科診療所であるセンターに勤務する障がい児

者歯科専門の歯科医師及び歯科麻酔医等の専門医の育成・定着を図るため、

研修会参加や学会参加の経費の支援し、資質の向上に努める。 

また、障がい児者が住み慣れた地域で安心して歯科治療が受けられるよう地

域の協力歯科医師等を対象とした口腔保健の向上を図るための研修会等を行

う｡ 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

対象施設 １か所 

研修会、勉強会等の開催 12回 

アウトプット指標

（達成値） 

対象施設 １か所 

研修会、勉強会等の開催  ９回 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

・高度な医療に対応できる障がい児者歯科専門医数 1人(2022年) 

・高度な医療に対応できる歯科麻酔医数      1人(2022年) 

・センターでの全身麻酔法及び静脈内鎮静法による歯科治療の件数 

286件(2022年度） 

・センターから協力歯科医療機関への紹介件数   38件(2022年度） 

（１）事業の有効性 

障がい児者の歯科診療は､専門的な知識や技術を必要とし､診療のリスクも

高いことから､専門医の確保が困難な状況であるが、本事業により障がい児者

歯科の全身麻酔を行う歯科医師を１名育成することができた｡ 

アウトプット指標未達成の理由：コロナ禍等により研修会が開催できなかっ

たため。 
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改善の方向性：感染症対策等を十分に行い、計画的に研修会を開催する。 

（２）事業の効率性 

 障がい児者専門の歯科診療所である宮崎歯科福祉センターは､診療実績も多

く､全国でも有数のセンターとなっている。このセンターが中心となって研修

会を開催することで､センタースタッフや地域の協力歯科医等を育成すること

により人材の確保、育成を効率よく行うことができた｡ 

その他 総事業費 

R04：1,718千円(基金1,718千円、その他0千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.16】 

産科医等研修支援事業 

【総事業費】 

3,190千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

本県の周産期医療は全国でも高い水準を維持しているが、新たに開業する産

科医が少なく、高齢化が問題となっている。今後、周産期医療体制を維持して

いくためには、周産期医療従事者のスキルアップとともに産科医療環境の充実

を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

周産期死亡率 3.0ポイント(R3年) → 3.0ﾎﾟｲﾝﾄ以下を維持(R4年) 

事業の内容（当初

計画） 

県医師会（県産婦人科医会）における研修等の開催を支援することで、県内

の産科医療に係る研修環境を充実させ、産科医療従事者のスキルアップを図

り、安心してお産のできる体制を整備する。 
アウトプット指標

（当初の目標値） 

・新生児蘇生法講習会 受講者50名 

・J-CIMELSベーシックコース 受講者50名 

・病医院従事者研修会 受講者250名 

・周産期症例検討会 受講者60名 

アウトプット指標

（達成値） 

・新生児蘇生法講習会 受講者40名 

・J-CIMELSベーシックコース 受講者0名 

・病医院従事者研修会 受講者200名 

・周産期症例検討会 受講者26名 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標：  

 周産期死亡率 2.8ﾎﾟｲﾝﾄ(R4)  

（１）事業の有効性 

 産科医療従事者に対し､より高度な知識･技術を習得させることができ､周産

期医療体制の維持･強化が図られた｡ 

（２）事業の効率性 

 Webと現地でのハイブリッド会議での実施等、感染対策に配慮したうえで、

効率的に事業を実施することができた｡ 

（アウトプット指標について） 

  コロナ禍での感染予防のためWebと現地でのハイブリッド開催により実施し

たが、感染拡大の影響により急遽医療従事者が参加できなくなったことなどか

ら、目標値に届かなかった。今後は開催の時期を調整し、新型コロナウイルス

等の感染状況に配慮しながら企画する。 

また、J-CIMELSベーシックコースについては、新型コロナウイルス感染症の

影響により開催中止となったため、今後は感染症の状況に留意しながら開催を

検討する。 

その他 総事業費 

R04: 3,190千円(基金3,190千円、その他0千円) 

 



   

- 28 - 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.17】 

アレルギー専門医等育成による小児医療支援事業 

【総事業費】 

873千円 

事業の対象となる

区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、宮崎大学 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

本県は、宮崎県アレルギー疾患医療拠点病院の候補となり得る医療機関に日

本アレルギー学会専門医が勤務しておらず、全国的にもアレルギー専門医の少

ない地域である。また、小児科医師数も全国的に少ないため、これらの分野の

専門医育成が急務である。 

アウトカム指標： 

・県内日本アレルギー学会専門医数 

現状値(R3年度)：14人→目標値(R5年度)：15人 

・県内日本アレルギー学会会員数 

現状値(R4.3)：47人→目標値(R4年度末)：50人 

事業の内容（当初

計画） 

本県に専門医が少ないアレルギー分野の基礎的な研修会・講習会等へ医師が

参加するための費用を助成する。 
アウトプット指標

（当初の目標値） 

 アレルギー分野の各種研修受講支援者数 のべ15人 

アウトプット指標

（達成値） 

 アレルギー分野の各種研修受講支援者数 のべ28人 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・県内日本アレルギー学会専門医数：14人(R5年度) 

・県内日本アレルギー学会会員数：44人(R5.10) 

（１）事業の有効性 

アレルギー専門医の少ない本県において拠点病院の医師がアレルギー疾患

の広範な知識や手技を学ぶ研修会･講習会に参加することにより、専門医を目

指すきっかけとなり、専門医の養成につなげることができた。 

（２）事業の効率性 

 拠点病院として中心拠点病院である国立病院機構相模原病院との連携体制

を構築したことで、より効率的な事業実施が期待される。 

その他 総事業費 

R04：873千円(基金873千円、その他0千円） 

アレルギー専門医として認定を受けるためには、複数の条件が必要になる

が、見込み者が退職したことにより、目標値に届かなかった。今後は、見込み

者が増えるよう、診療科を小児科と皮膚科に、内科も加え研修に参加していく

こととする。 

→アウトカム指標未達成の場合、原因と改善の方向性を記載する 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.18】中山間地域人財育成環境整備モデル事業 【総事業費】 292千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体（中山間地域） 

事業の実施主体 宮崎県、市町村 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職員

の需要は今後増大する見込みであり、地域間連携に強い看護職員の安定的な確

保・育成を図っていくことが求められているが、中山間地域においては、人員不

足から研修機会に乏しく、意欲のある看護職員確保における課題となっている

ことから、研修機会の充実が求められている。 

アウトカム指標： 

・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2020年)→8.5％以下(2023年) 

事業の内容（当初

計画） 

中山間地域と都市部の医療機関の間で、看護職員の相互人材交流による研修

環境整備を支援し、研修機会の拡充及び医療機関間の連携を図る 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

相互人材交流による研修実施者 ４人 

アウトプット指標

（達成値） 

相互人材交流による研修実施者 ２人 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・看護職員数   21,505人(2022年)  

・看護職員の離職率 10.5％(2021年) 

看護職員の離職率は、日本看護協会の病院看護実態調査をもとに計上してお

り、2022年の数値について、現時点では未公表となっているが、研修成果報告会

においても看護意欲の向上や所属施設における自分自身の看護師としての役割

の再認識が得られたなどの成果が報告されていることから、離職率の低下に寄

与するモデル事業となっていると考える。 

看護職員の県内就業者数が目標値に届かなかった理由としては、新型コロナ

の影響により看護職員の離職者数が増えたことや、少子化に伴う新規看護職員

数の減少等様々な要因が考えられる。看護人材の定着・離職防止につながるよ

う、引き続き、中山間地域と都市部の医療機関の看護職員の相互人材交流によ

る研修実施に必要な支援を行う。 

（１）事業の有効性 

中山間地域医療機関から１名と県立宮崎病院から１名の看護師が相互人材交

流による研修に参加した。環境の異なる施設での研修を行うことにより、看護

能力の向上だけでなく、看護観の変化や看護職の役割の再認識が得られ、看護

職員の意欲や資質の向上が図られた。 

なお、アウトプット指標は、当初予定していたもう一地域の中山間地域医療機

関との研修が台風災害の影響により実施困難となったため未達成だが、引き続

き、中山間地域と都市部の医療機関の看護職員の相互人材交流による研修実施

に必要な支援を行い、中山間地域の医療人材の確保・育成につなげていく。 

（２）事業の効率性 
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 相互研修とすることで、中山間地域医療機関における研修機会の確保だけで

はなく、都市部の医療機関にとっても、地域医療機関との連携や看護の繋がり

を学ぶ機会を設けることができた。 

その他 総事業費 R04：292千円(基金292千円、その他0千円) 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.19】 

歯科医療従事者養成学校設備整備事業 

【総事業費】 

10,529千円 

事業の対象とな

る区域 

県央地区、県西地区 

事業の実施主体 歯科医療従事者養成学校 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

近年の高齢化に伴う訪問歯科治療や周術期における口腔ケア、フレイル予防

などのニーズはますます増加・多様化しており、歯科衛生士・歯科技工士を確保

することが必要である。 

アウトカム指標： 

歯科医療従事者養成学校卒業者の県内就職率 

 歯科衛生士 86.9％（令和２年度） → 90％（令和５年度） 

 歯科技工士 42.9％（令和２年度） → 60％（令和５年度） 

事業の内容（当初

計画） 

県内２か所ある歯科医療従事者養成学校の設備を整備し、教育環境の充実を

図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

整備施設数 ２か所 

アウトプット指標

（達成値） 

整備施設数 １か所 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

歯科医療従事者養成学校卒業者の県内就職率 

 歯科衛生士 83.3％（令和４年度） 

歯科技工士 80.0％（令和４年度） 

（１）事業の有効性 

歯科医療従事者養成学校の設備整備を支援することで、歯科衛生士、歯科技工

士の教育内容の充実、質の高い医療を提供できる人材育成を行うための体制を

確保することができた。なおアウトプット指標については１事業者の計画が変

更となり機器整備が次年度に延期となったため、引き続き進捗を注視する。 

（２）事業の効率性 

歯科医療従事者養成学校に直接支援することで歯科医療従事者を効率的に養

成する体制を整備することができた。 

その他 総事業費 

R04：10,529千円(基金5,264千円、その他5,265千円) 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】 

看護人材獲得支援事業 

【総事業費】 

11,520千円 

事業の対象とな

る区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職員

の需要は今後増大する見込みであり、看護職員の安定的な確保を図っていくこ

とが求められている。 

そのため、医療機関の求人・求職のマッチングや相談体制を強化するととも

に、院内の教育研修体制の整備や認定看護師等の資格取得に向けた派遣研修等

の経費を支援することにより、看護人材の確保と定着を図る。 

アウトカム指標：看護職員数 

21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

事業の内容（当初

計画） 

・看護マネジメント等の経験を持つ支援員が、医療機関等へ人材マネジメント

の助言等を行い、看護人材確保等に関する相談体制を強化する。 

・院内の教育研修体制を整備するため、外部講師の招聘や先進地視察等を行う

医療機関に対し、その経費を補助する。 

・認定看護師、専門看護師、特定行為研修の教育課程に職員を派遣する医療機関

等に対し、その経費を補助する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・医療機関等への訪問件数：１５件／月 

・院内教育体制整備医療機関：５施設 

・認定看護師等研修派遣医療機関：１０施設 

アウトプット指標

（達成値） 

・医療機関等への訪問件数：   １５件／月 

・院内教育体制整備医療機関：  ０施設 

・認定看護師等研修派遣医療機関：０施設 

事業の有効性・効

率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

看護職員数 21,464人(2020年)21,505人(2022年) 

目標値に届かなかったが、支援員の医療機関訪問により看護人材確保のため

の行動変化が見られ、採用につながったケースもあり、県内就業者数の維持・増

加に寄与していると考える。 

目標値に届かなかった理由としては、新型コロナの影響により看護職員の離

職者数が増えたことや、少子化に伴う新規看護職員数の減少等様々な要因が考

えられる。 

今後の事業展開については、看護管理者の看護管理能力向上のための取組を

実施するなど、看護人材の定着・離職防止につながる取組に力をいれ、看護職員

数の増加を目指す。 

 

（１）事業の有効性 

看護マネジメント経験をもつ支援員を看護協会内に設置し、看護管理者等の

看護人材確保に関する悩みや課題等を聞き取り、助言を行うことができた。 

（２）事業の効率性 
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 支援員が訪問することで、人材確保に悩みを抱える医療機関に対し、ピンポ

イントに支援を行うことができた。 

【アウトプット指標未達成の要因や改善の方向性】 

年度当初に県医師会や看護協会等関係団体を通じて周知するとともに県ホー

ムページ掲載、医療機関訪問時に案内等を行ったが、新型コロナの対応等を理

由に職員の研修派遣が難しいと考えている医療機関が多かった。今後は支援員

を通して看護管理者へのサポートを強化するとともに、事業周知を図ることで、

看護人材の確保・定着を推進する。 

その他 総事業費 

R04：11,520千円(基金11,487千円、その他33千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.1】 

介護人材確保連携強化事業 

【総事業費】 

  282 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図るために

は、介護施設・事業所の介護従事者を増やす必要があり、そのためには、

関係団体や行政の連携の場を構築することにより、課題を共通して認識

し、取組の促進を行う必要がある。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

行政や職能団体、事業者団体などで構成する「介護人材確保推進協議

会」の開催と、各種施策、事業等の情報発信や普及啓発を行うポータルサ

イトの構築。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

介護人材確保推進協議会の実施回数 

アウトプット

指標（達成値） 

介護人材確保推進協議会の実施回数 １回 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護従事者数（R元）21,447 人 

              介護従事者数（R２）22,060 人 

  ＜最新＞介護従事者数（R３）21,730 人 

（１）事業の有効性 
 本県の行政機関・事業者団体・職能団体・介護人材養成機関等に介護人

材の確保・育成等における課題を共有するほか、課題解消に向けた意見を

聴取した。 
（２）事業の効率性 
 事務局からの資料説明を必要最小限とし、意見交換の時間を多く確保

したことで、有意義で議論が活発な会議となった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.2】 

「みやざき・ひなたの介護」情報発信事業 

【総事業費】 

  18,500 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

2025 年には 2,647 人の介護職員が不足すると推計しており、高齢者の

介護を支える基盤づくりが急務となっている。介護に対するマイナスイ

メージを払拭させ、介護職への理解を通じて介護人材の参入促進を図る

必要がある。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

①メディアやＳＮＳ等を活用した情報発信 

各種メディアを活用して介護の魅力を発信する。 

②パンフレット等の作成、配布 

介護の魅力を発信するパンフレット等を作成し、県内関係機関等に配

布する。 

③イベントの開催 

介護の魅力発信を目的とした講演会、介護体験会等の内容を一体的に

行うイベントを開催する。 

④職場体験会の実施 

山間部の小中学生を介護事業所に招いて職場体験を実施する。 

⑤福祉系高校と連携した中学校への介護の魅力発信 

 中学生を対象に、福祉系高校生によるプレゼンやＶＲ技術による認知

症疑似体験、介護ロボット体験、高校生による介護技術レクチャー等を実

施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

②１５，０００部作成、配布 

③参加者３，０００人 

④参加者１００人 

⑤中学生へのアンケート結果で「介護に関する興味、関心を持った」割

合、「介護の仕事をやってみたいと感じた」割合が体験後 20％アップ。 

アウトプット

指標（達成値） 

②介護の魅力発信動画を制作、県内全中学校へ周知 

③コロナの影響により大規模な集客イベントを中止し、展示イベント実

施 

④コロナの影響により中止 

⑤中学生へのアンケート結果で「介護に関する興味、関心を持った」割合

90％アップ、「介護の仕事をやってみたいと感じた」割合 52.4％アップ 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護職員数は増加傾向にある。

（令和元年度 21,447 人→令和２年度 22,060 人→令和３年度 21,730 人） 

（１）事業の有効性 
 視聴率の高い時間帯（MRT１１月～1 月毎週水曜日の 20:55～）にテレ
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ビ番組を８回放映し、介護の日（11 月 11 日）に関連したイベントの実

施、介護の仕事の普及啓発動画の制作、県立福祉系高校４校と連携した県

内中学生へ介護の体験学習会の開催など、県民に「介護の魅力」を発信し

た。 
（２）事業の効率性 
介護のマイナスイメージ払拭のための現場からの期待も厚く、取材の

際などは積極的に協力していただいている。また、介護人材確保に向け

て、関係団体、教育委員会等と連携して事業を実施した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.3】 

介護に関する入門的研修事業 

【総事業費】 

  5,921 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護従事者について、稼働年齢層のみだけではなく、就活中の若者、地

域の潜在労働力である主婦層、定年を控えた中高年齢層等など多様な人

材層からも確保し、すそ野の拡大を行う必要がある。 

アウトカム指標：参加者の介護人材センターへの登録者数 

事業の内容

（当初計画） 

介護未経験者に対して、介護に関する基本的な知識や介護の業務に携

わる上で知っておくべき基本的な技術を学ぶことができる「入門的研修」

を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修参加者数 

アウトプット

指標（達成値） 

研修参加者数 97 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：参加者の介護人材センターへの

登録者数 ７名 

（１）事業の有効性 
 事業のねらいとする様々な年齢層（就活中の若者、地域の潜在労働力で

ある主婦層、定年を控えた中高年齢者層等）の参加を図り、介護人材層の

「すそ野の拡大」を図った。  
 
（２）事業の効率性 
 新型コロナ感染症の影響を考慮して、オンライン形式での研修を開催

した。 
 企画提案競技により業者を選定し、また、広く広報を行ったことで、参

加者数を増加させることができた。（R3:17 名→R4:97 名） 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4】 

福祉人材センター運営事業（福祉人材確保重点事業） 

【総事業費】 

  3,788 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

福祉ニーズの増大・多様化に伴い、質の高い福祉従事者を安定的に確保

する必要があるため、求職者と求人事業者のマッチング支援を行い、福

祉・介護職場への就業促進を図る。 

アウトカム指標：福祉人材センターにおける就職率：33．3％、介護サー

ビス従事者数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

① 福祉の仕事就職促進イベント 

新規学校卒業予定者、一般求職者と県内の求人事業所（社会福祉施設、

介護保険施設等）を対象とした就職促進イベントを開催する。宮崎労

働局、宮崎公共職業安定所との共催。 

② 福祉の仕事就職説明会 

福祉の仕事に就職を希望する学生や一般求職者が、求人事業所（社会

福祉施設、介護保険施設等）と仕事内容や採用選考などについて、直

接話をすることができる就職説明会を開催する。 

③ 無料職業紹介事業開設日拡充 

仕事などの都合により平日に来所することができない方を対象に、福

祉人材センター無料職業紹介窓口を土曜日も開所する。 

・主たる対象：求職者、求人事業所 

・実施体制：非常勤職員 ２名 

・実施期間：毎週土曜日（祝日、年末年始除く）の午前９時から午後 

４時 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 福祉の仕事就職促進イベント 

参加者：150 名、参加事業所：70 事業所 

② 福祉の仕事就職説明会 

参加者：80 名、参加事業所：30 事業所 

③ 無料職業紹介事業開設日拡充 

土曜来所者数：20 名 

アウトプット

指標（達成値） 

①福祉のしごと就職フェア（オンライン）   

   参加者 70 名、参加法人 32 法人 

① 福祉のしごと就職説明会 （オンライン） 

 参加者 75 名 参加法人 28 法人 

③無料職業紹介事業開設日拡充  

  土曜来所者 16 名 

事業の有効 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 32.2% 
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性・効率性 （１）事業の有効性 
 就職説明会の開催、無料職業紹介所の土曜日開設により、求職者と求人

事業所のマッチング機会を創出した。 
（２）事業の効率性 
 別途、就職情報誌の作成や相談会でのブース設置、福祉の職場体験学習

等を通じ、マッチングの強化を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5】 

福祉人材センター運営事業（離職介護福祉士等届出事

業） 

【総事業費】 

  1,981 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

平成29年４月からスタートした離職した介護福祉士等の届出制度の更

なる周知を図り、円滑な届出の実施と届出登録者の再就業を促進する必

要がある。 

アウトカム指標：届出登録者のうち、再就業に至った方の人数 50 名、

介護サービス従事者数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

① 届出システムの円滑な運用 

② 普及啓発活動 

有資格者（離職者、就業者）をはじめ、広く県民に対し届出制度の周

知を図る。 

③ 登録相談 

届出制度に関する相談の受付、インターネットによる届出が困難な方

のための代行入力、登録者への相談対応等を行う。 

④ 研修情報等の収集・作成・提供 

復職に向けた研修や求人に関する情報を収集し、登録者へ情報提供を

行う。 

⑤ 関係団体（ハローワーク、介護福祉士会等）との連携 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

届出登録者数：120 名 

アウトプット

指標（達成値） 

届出登録者数：125 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 73 名 

（１）事業の有効性 
125 名の届出登録者のうち、73 名が福祉・介護事業所へ就職するなど

潜在介護人材の就業促進が図られた。 
（２）事業の効率性 
 介護事業所への案内やインターネットで届出受付等、登録の呼びかけ

を行うことで、届出の促進を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.6】 

社会福祉研修センター運営事業（キャリアパス支援事

業） 

【総事業費】 

  4,434 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

長期的に介護人材の確保・定着の推進を図るためには、介護職員が将来

展望を持って介護の職場で働き続けることができるよう、能力・資格・経

験等に応じた処遇が適切になされることが重要であり、こうしたキャリ

アパスに関する仕組みを、介護の職場に導入・普及していく必要がある。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容

（当初計画） 

介護職員等を対象に、自らのキャリアパスを描き、それぞれのキャリ

アパスの段階に応じた共通に求められる能力を段階的・体系的に習得さ

せるために、以下の研修を行う。 

・キャリアデザインとセルフマネジメント 

・福祉サービスの基本理念と倫理 

・メンバーシップ・リーダーシップ 

・能力開発 

・行動指針の作成 

・キャリアデザインとアクションプランの策定 他 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 

①初任者コース：200 人 

②中堅職員コース：240 人 

③チームリーダーコース：200 人 

④管理職員コース：40 人 

アウトプット

指標（達成値） 

① 初任者コース  修了者 138 名 

② 中堅職員コース 修了者 159 名 

③ チームリーダーコース修了者 109 名 

④ 管理者コース  修了者 31 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

H30:18.5% > R 元:15.7% > R2:18.9% >R3:16.3% >R4:12.7% 

（１）事業の有効性 
 介護職員等が、自らのキャリアパスを描き、それぞれのキャリアパスの

段階に応じた共通に求められる能力を段階的・体系的に習得することで、

啓発意欲を高めた。 
（２）事業の効率性 
 事前学習・事前課題を課すことで、限られた時間で効率的に習得できる

ようにした。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により対面形式

での研修が難しい中、日程を組み替えるなど事業を効率的に行うことが

できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.7】 

社会福祉研修センター運営事業（OJT スキル研修） 

【総事業費】 

  834 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護人材の離職防止・定着促進の観点から、職場内での研修の充実が求

められている。OJT は業務スキルの習得を現場でより実践的に行うととも

に、身近な先輩職員による職場生活上の不安や悩み等のメンタルケアも

期待されるため、介護の職場に導入・普及していく必要がある。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容

（当初計画） 

介護事業所等の中堅職員やチームリーダーに対し、OJT スキルを学びマ

ネジメント能力やコーチングスキルを身につけるための研修を行い、新

人職員の指導体制を整え、早期離職防止と定着促進を図る。 

① OJT スキルの基礎研修 

・OJT の目的と役割 

・OJT を効果的に行うためのポイント 

・具体的な指示の仕方、ほめ方、指摘の仕方 他 

② OJT スキル実践研修 

・OJT の目的と役割 

・OJT を効果的に行うための体制づくり 

・OJT 担当職員の指導方法 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① OJT スキル基礎研修：40 名 

② OJT スキル実践研修：30 名 

アウトプット

指標（達成値） 

① 職務を通じて後輩を育てる OJT スキル基礎研修(前期・後期） 修了

者 33 名 

② 職務を通じて後輩を育てるOJTスキル研修（人材育成指導担当者） 修

了者 14 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

H30:18.5% > R 元:15.7% > R2:18.9% >R3:16.3% >R4:12.7% 

（１） ＯＪＴについての基本的な考え方や推進方法を理解するととも

に、人材育成指導者等と連携した職場づくりと人材育成の方法について

研修ことができた 
（２）事業の効率性 
  職場全体で人材育成に取り組むため、ＯＪＴ担当職員のみならず、上

位者等も一緒に受講し、研修の効率性を高めつつ、グループワーク等演習

中心の内容にすることで効果を高めた。また、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響により対面形式での研修が難しい中、オンライン研修にて、事

業を効率的に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8】 

介護職員スキルアップ支援事業 

【総事業費】 

  6,995 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護福祉士会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展に伴い要介護者が増加する中、介護のニーズも多様化し

ている。介護技術の向上のためには、現場での OJT に加え、研修体制の充

実などが必要であるが、介護事業所の中には単独での研修開催や代替職

員がいないことにより昼間や遠隔地での研修参加が困難なところも少な

くない。また、介護現場では医療行為を必要とする高齢者が年々増えてお

り、従来看護士が担ってきた利用者の身体状況の把握や状況判断に加え、

医療的技術のサポートを介護職員に求められるなど、より専門的な知識

及び技術の習得が必要となっている。 

アウトカム指標： 

①基礎的技術の向上が図られ、自信を持って業務に取り組むことのでき

る介護職員の増加 

②専門性の高い介護技術を習得した介護職員の増加 

事業の内容

（当初計画） 

○介護技術基礎研修（出前講座、ブロック別研修） 

○医療的ケア等に関する研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①出前講座 40 回 

②出前講座以外の各研修の参加率 80％ 

アウトプット

指標（達成値） 

② 出前講座 14 回 

② 出前講座以外の各研修の参加率 63.8％ 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：374 名が研修に参加し、基礎的技

術の向上が図られ、自信を持って業務に取り組むことのできる介護職員

及び専門性の高い介護技術を習得した介護職員が増加した。 

（１）事業の有効性 
 374 名の経験の浅い又は技術に不安のある介護職員が研修に参加し、

基礎的な技術、医療的ケア等に関する知識及び技術等を習得したことに

より、介護職員のスキルアップを図ることができた。 
（２）事業の効率性 
 出前講座は、事前に施設担当者と打合せを行いニーズを踏まえた研修

内容を個別に組み立てることができることや、自らの職場での研修とな

るため新型コロナの感染対策の面からも研修が受けやすいと好評であっ

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9】 

喀痰吸引等指導者養成事業 

【総事業費】 

  1,150 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアに関する介護需要への適切な対応が求められている。 

アウトカム指標：喀痰吸引等を実施できる介護職員の増加 

事業の内容

（当初計画） 

喀痰吸引等に係る実地研修の指導者を養成するための講習を実施（指導

する看護師等の養成） 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

指導者講習受講者 60 名 

アウトプット

指標（達成値） 

指導者講習修了者 12 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 令和４年度中の増加数 

・喀痰吸引の登録事業所：延べ 17 か所 

・喀痰吸引等を行うことができる介護職員等：42 人 

（１）事業の有効性 
 介護職員に対する「喀痰吸引等研修」の講師及び指導者を養成するため

の研修であり、本事業を通じて、喀痰吸引等の医療的ケアに関する指導が

可能な講師及び指導者を増やすことができた。 
 
（２）事業の効率性 
 喀痰吸引等研修の講師等については、指導者講習を受講することが必

要とされており、本県では、指導者講習を受講可能な民間の研修機関が少

ないことから、今後も県が行う必要がある。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10】 

自立支援型ケアマネジメント推進事業 

【総事業費】 

  2,243 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅において医療と介護の両方を必要とする高齢者の増加が見

込まれる中、自然災害の発災時や新興感染症の蔓延時においては、高齢者

の自立支援・重度化防止に密接に関わる介護支援専門員が医療と介護の

みでなく、多部門多職種との連携協働が必要不可欠であることから、疾患

や医療サービスの知識・技術の修得に加え、さらに多職種連携協働の知識

技術を習得する機会が必要である。 

アウトカム指標：研修後アンケートにおいて「医療系サービスに関する悩

みがある」と回答する者の割合 40％以下（2020 年時点 52％）、ケアプラ

ンに医療サービスを適切に位置付けられる介護支援専門員の増加、多職

種多職種との連携の必要性を理解し多職種連携ができる介護支援専門員

の増加 

事業の内容

（当初計画） 

疾患や医療系サービスについての知識を習得する講義及び在宅医療に

関わる多職種との連携協働を深めるための実践的研修・グループワーク

（事例検討等）を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修受講者数 400 名 

アウトプット

指標（達成値） 

研修受講者数 408 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 46.3％ 

（１）事業の有効性 
 令和４年度は災害に関する研修とケアマネジメント手法に関する研修

を開催した。大規模災害が発生する中で、利用者の安全を確保して暮らし

を守ることができるよう、多職種・関係機関との協同の意義及びそれぞれ

の役割を認識する機会を確保することができた。また、疾患別（脳血管疾

患、大腿骨頸部骨折等）の適切なケアマネジメント手法について理解を深

める機会にもなった。 
 
（２）事業の効率性 
 災害については信州大学教授、ケアマネジメント手法については県介

護支援専門員協会職員を招き、自立支援に向けた多職種連携の在り方に

ついて学びを深める研修会となった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11】 

介護支援専門員ケアマネジメント向上支援事業 

【総事業費】 

  509 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護保険施設に勤務する介護支援専門員については、各施設１名ずつ

しか配置がない場合が多く、また、「一人ケアマネ」の居宅介護支援事業

所においてもケアマネジメントに個別性がない等の指摘がある一方で、

ケアマネジメントについて相談・助言を受ける機会の確保が必要である。 

アウトカム指標：質の高いケアプランを作成できる介護支援専門員の増

加、実施後アンケート「丁寧なアセスメントができるようになった」、「利

用者本位・自立支援を意識したプランニングができるようになった」９割

以上 

事業の内容

（当初計画） 

他の介護支援専門員の手本となる介護支援専門員を認定介護支援専門

員として認定し、各介護保険施設等を巡回し相談・助言を行う。 

アウトプット指

標(当初の目標値) 

訪問件数 ５０件（個別訪問、集団の場の合計） 

アウトプット

指標（達成値） 

介護保険施設等訪問件数 72 件 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：施設等に勤務する介護支援専門

員の課題が明らかになり、資質向上のために必要な支援の検討・実施に繋

がった。質の高いケアプランを作成できる介護支援専門員が増加した。 

（１）事業の有効性 
 現に居宅介護支援事業所や施設等で介護支援専門員として従事してい

る者を派遣することにより、一方的な指摘・指導ではなく、同じ専門職と

しての悩みや課題を共有しながら解決の方策を検討できた。 
 
（２）事業の効率性 
 一人で勤務する介護支援専門員にとっては、認定介護支援専門員と一

緒に自身のケアマネジメントを振り返ることで、一人では気づけなかっ

た視点やインフォーマルサービスの活用方法等に気づく機会となり、よ

り自立支援のためのケアマネジメントの実施につながった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12】 

介護支援専門員スキルアップ事業 

【総事業費】 

  3,865 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護支援専門員については資質に差があり、研修水準の平準化が全国

的な課題となっているため、研修向上委員会を設置して研修のあり方に

ついて検討・改善が必要である。また５年に一度の法定研修のみで資質向

上を図ることは難しく、実践現場での指導の充実が必要である。 

アウトカム指標：法定研修受講者の研修受講後の自己評価「できる」「概

ねできる」の合計 80％以上。 

事業の内容

（当初計画） 

介護支援専門員の基礎能力向上を図るために法定研修の評価方法の検

討及び評価を基にした実施方策の検討とともに、新任介護支援専門員の

実践現場における資質向上を推進するための研修等を検討し実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 研修向上委員会開催回数 ２回 

② 作業部会開催回数 ５回 

③ 新人介護支援専門員研修開催回数 ２回 

アウトプット

指標（達成値） 

① 研修向上委員会開催回数 ２回 

② 作業部会開催回数    ２回 

③ 新人介護支援専門員研修開催回数 ３回 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： ８１％ 

（１）事業の有効性 
各職能団体や各機関と連携して研修内容を検討することで、効率性・実効

性の高い研修を実施することができた。 
 
（２）事業の効率性 
実務者レベルの作業部会を設置することで、現場の実態に即して研修内

容の充実が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13】 

認知症介護研修事業 

【総事業費】 

  1,620 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県介護福祉士会等に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：認知症患者の医療・介護連携ケースの増加 

事業の内容

（当初計画） 

以下、①から⑤の研修を実施する。 

① 認知症対応型事業開設者研修 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 

⑤ 認知症介護基礎研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 認知症対応型事業開設者研修 40 名 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 80 名 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 40 名 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 ３名 

⑤ 認知症介護基礎研修 130 名 

アウトプット

指標（達成値） 

① 認知症対応型事業開設者研修 11 名 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 66 名 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 21 名 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 1 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：観察できなかった 

（１）事業の有効性 
 認知症高齢者の介護指導者、その指導的立場にある者及び認知症介護

を提供する事業所管理者に対し、認知症高齢者の介護に関する実践的研

修を実施すること、適切なサービスの提供に関する知識等を習得させる

ための研修を実施することにより、認知症介護技術の向上、専門職員の養

成を図ることができた。 
（２）事業の効率性 
 他研修の受講終了が受講要件となっているものもあるため、各研修要

件を整理し、研修日程を調整した。また、委託先や指導者との協議によ

り、受講者が、効果的に認知症介護の知識や技術を学べるように教材の見

直し等を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】 

認知症地域支援体制整備事業 

【総事業費】 

  6,110 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（県医師会等に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：認知症患者の医療・介護連携ケースの増加、チームオレ

ンジ整備市町村数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

以下、①から⑧の研修、事業を実施する。 

① かかりつけ医認知症対応力向上研修 

② 医療従事者向け認知症対応力向上研修 

③ 認知症サポート医フォローアップ研修 

④ 歯科医師認知症対応力向上研修 

⑤ 薬剤師認知症対応力向上研修 

⑥ 看護師認知症対応力向上研修 

⑦ みやざきオレンジドクター普及啓発事業（認知症サポート医、かかり

つけ医を登録し、受診者向けに認知症の早期発見・早期治療の重要性

や正しい知識等の普及・啓発を行う） 

⑧ 認知症支援体制整備事業（認知症地域支援推進員、認知症初期集中チ

ーム、チームオレンジコーディネーター等のネットワーク強化や活動

の推進を目的とした研修） 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①かかりつけ医認知症対応力向上研修 200 名 

②医療従事者向け認知症対応力向上研修 200 名 

③認知症サポート医フォローアップ研修 400 名 

④歯科医師認知症対応力向上研修 80 名 

⑤薬剤師認知症対応力向上研修 100 名 

⑥看護師認知症対応力向上研修 40 名 

⑦みやざきオレンジドクター普及啓発事業 50 名 

アウトプット

指標（達成値） 

①かかりつけ医認知症対応力向上研修 59 名 

②医療従事者向け認知症対応力向上研修 87 名 

③認知症サポート医フォローアップ研修 419 接続（ZOOM） 

④歯科医師認知症対応力向上研修 30 名 

⑤薬剤師認知症対応力向上研修 86 名 

⑥看護師認知症対応力向上研修 29 名 

⑦みやざきオレンジドクター普及啓発事業 15 名 

⑧認知症支援体制整備事業 

・認知症地域支援推進員向け研修…36 名 

・認知症初期集中支援チーム員向け研修…37 名 

・チームオレンジコーディネーター研修…58 名 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 観察できなかった 

（１）事業の有効性 
 高齢者が日頃より受診する診療所等の主治医（かかりつけ医）、病院勤

務の医師、看護師等の医療従事者に対し、適切な認知症診療の知識・技術

や認知症の人本人とその家族を支える知識と方法を習得するための研修

を実施することにより、認知症の発症初期から状況に応じて、認知症の人

への支援、また病院での認知症の人の手術や処置等の適切な実施の確保

を図ることができた。 
 また、みやざきオレンジドクター普及啓発事業により「かかりつけ医」

をみやざきオレンジドクターとして公表し、適時・適切な医療・介護サー

ビスにつなぐことができる体制の整備につなげられた。 
（２）事業の効率性 
 各研修の案内通知が受講対象者に行き届くよう、委託先と連携し、継続

して周知し受講を促すことができた。 
 また、随時のオレンジドクターの公表を含めた情報発信を行い、制度の

普及・利用促進に努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15】 

地域包括ケアシステム体制強化支援事業 

【総事業費】 

  3,013 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（その他分は委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで続けることが

できるよう、地域包括支援センター職員や専門職の人材育成・資質向上を

行い、地域包括ケアシステムを推進していく必要がある。 

アウトカム指標：要介護認定率の低減 

事業の内容

（当初計画） 

① 広域支援員を配置し、地域ケア会議や通いの場への専門職の広域的な

派遣調整を行う。 

② 地域包括支援センター職員等の資質向上を図るために、研修会を開催

する。 

③ 専門職団体が地域包括ケアシステムを推進するための人材育成や資

質向上を目的とした研修費用等の補助を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 専門職派遣件数 300 件 

② 研修会回数・参加者数 １回・100 名 

③ 補助を行う専門職団体 ２団体 

アウトプット

指標（達成値） 

① 専門職派遣件数 209 件（延べ 853 名） 

② 研修会回数・参加者数 ３回・116 名 

③ 補助を行う専門職団体 ２団体 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： ２６／２６市町村 

（１）事業の有効性 
 地域包括ケア実現に向けて、市町村や地域包括支援センターのケアマ

ネジメント力の向上を行うことにより、サービス提供事業所との連携強

化や新たなサービスの創出に繋がった。 
 
（２）事業の効率性 
 自立支援型ケアマネジメントを推進していくために、地域ケア会議へ

の専門職の派遣調整や演習を交えた研修会の開催に加えて、先進的に取

り組みを行っている地域包括支援センターでの現地研修を行うなど、よ

り効果が高まるように事業を組み立てて実施した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16】 

成年後見制度利用促進事業 

【総事業費】 

  6,869 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者の増加に伴い、成年後見の需要が高まっている。 

アウトカム指標：市町村社会福祉協議会等による法人後見実施市町村数、

法人後見受任件数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

① 市町村社会福祉協議会等による法人後見受任体制整備 

市民後見人養成研修を実施し、法人後見支援員の育成を図るととも

に、市町村社会福祉協議会における法人後見専門員の育成のための研

修会などを実施する。 

② 広域的な法人後見受任体制整備等 

単独市町村での体制整備等が困難な市町村における次の取組に対し

て支援 

・権利擁護支援のための広域的な地域連携ネットワークの構築 

・後見人の確保に向けた広域的な法人後見受任体制整備 

・成年後見制度に関心のある地域住民を対象としたセミナー等の開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 法人後見支援員（市民後見人）養成研修修了者数 20 名 

② 法人後見支援員（市民後見人）フォローアップ研修受講者数 80 名 

③ 法人後見専門員育成研修受講者数 80 名 

④ 広域的な法人後見受任体制整備に向けた研修、普及啓発等の実施地区

 8 地区 

アウトプット

指標（達成値） 

① 法人後見支援員（市民後見人）養成研修 （27 名修了） 

② 法人後見支援員フォローアップ研修  2 回（65 名） 

③ 法人後見専門員育成研修 2 回（70 名） 

④ 広域的な法人後見受任体制整備に向けた研修、検討会等の実施地区 1

地区 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：法人後見受任件数の増加（63 件） 

（１）事業の有効性 
 市民後見に関心のある県民を対象に、市民後見人養成研修を開催し、

「法人後見支援員」の育成を図るとともに、市町村社会福祉協議会等が

「法人後見」を受任する際に、家庭裁判所との実務や法人後見支援員への

指導・助言を行う「法人後見専門員」を育成し、法人後見受任体制の推進

を図ることができた。 
また、単独市町村では体制整備が困難な市町村において広域的な体制

整備等に係る研修等を実施し、体制整備の促進を図ることができた。 
 

（２）事業の効率性 
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 法人後見支援員養成研修への参加募集案内に当たっては、市町村、市町

村社会福祉協議会の協力を得ながら、今後、市民後見人となるような人材

の掘り起こしも行い、次年度以降の事業実施に繋げられるよう効率性を

図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】 

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進事業

（福祉人材ＵＩＪターン強化事業） 

【総事業費】 

  2,200 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

福祉・介護従事者の確保については、県内在住者だけではなく、県外在

住者（本県への移住・ＵＩＪターン希望者）に対しても参入促進を図る必

要がある。 

アウトカム指標：本県への移住・ＵＩＪターン者のうち、福祉・介護事業

所への就職者数 10 名、介護サービス従事者数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

各福祉事業所を通じた冊子を作成し、本県へのＵＩＪターン希望者に

対し、県外の移住相談支援センターや就職支援コーディネーター等を通

して配布するとともに、その内容を掲載したホームページを作成し、ＰＲ

することを通じて、福祉の仕事内容ややりがい、本県ならではの働きやす

さ等を見える化し、移住相談会等の機会を通じて、積極的にＰＲを実施す

る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

県外の移住相談会等での福祉の仕事相談件数 30 件 

アウトプット

指標（達成値） 

① 新型コロナ感染症の影響もあり、移住相談会等での相談対応はなし。 

② 宮崎県福祉事業所ガイドブック「ひなた BOKKO」を 2000 部作成し、県

の移住関係機関 64 カ所に配布した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： ５名 

（１）事業の有効性 
  UIJターン経験者のインタビューや県内５４福祉事業所の概要や働き

やすいポイント等を紹介し、福祉の仕事のやりがいや魅力の PR を図っ

た。 
（２）事業の効率性 
 福祉事業所に精通している関係者を派遣しなくても、「ひなたＢＯＫＫ

Ｏ」を使用し、県内の福祉事業所を広く紹介できるようになった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】 

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進事業

（福祉の仕事キャリア教育連携事業） 

【総事業費】 

  6,445 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展等により、介護需要の増加が見込まれる中で、将来の福祉分

野を担う人材の確保が大変重要であり、若年層等に対して、福祉の仕事の

理解を深め、福祉分野への進路選択や就業を促進する必要がある。 

アウトカム指標：「福祉の仕事」出前講座のアンケート調査において、「福

祉の仕事に興味を持った」と回答した学生の割合 90％、介護サービス従

事者数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

① 「福祉の仕事」出前講座 

 教育関係者や市町村社会福祉協議会、社会福祉施設等の関係機関と連携

し、小学生から高校生まで各世代に応じた出前講座を実施し、福祉の仕事の

重要性ややりがい等を伝える。 

② 「福祉事業所見学会」ＰＲ動画の作成 

福祉の仕事の種類や役割、資格等について、また、実際の現場に携わって

いる人から聞いた業務内容や現場の様子を紹介するＰＲ動画を作成す

る。動画は、福祉の仕事に興味のある方や就労を希望する方、県内の中学

生及び高校生に対し配布し、福祉の仕事のやりがいや魅力について理解

を深める。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

「福祉の仕事」出前講座実施回数：25 回、受講生徒数：1,500 名 

福祉事業所見学会実施回数：6回、参加者数：360 名 

アウトプット

指標（達成値） 

① 出前講座 

 実施回数 16 回、受講生徒数 1,396 名 

② 福祉事業所見学会 

 実施回数 5 回、参加者 117 名（新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により、オンライン見学会として実施） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 中学生 97%  高校生 100％ 

（１）事業の有効性 
 出前講座修了後のアンケート結果によると、回答者（中高生）の９割以

上が「福祉の仕事に興味を持った」と回答し、高校生においては８割以上

が「福祉関係へ進学・就職を希望している」と回答があり、本事業を通し

て「福祉・介護の仕事」への理解促進が図られた。    
（２）事業の効率性 
 小学生に対しては、市町村社会福祉協議会と連携し、福祉の仕事のやり

がいや魅力を伝えることで効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19】 

介護福祉士をめざす外国人留学生の受入支援事業（Ｐ

Ｒ支援事業） 

【総事業費】 

  333 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県においては、各種の事業を展開し、国内での介護人材の確保に努め

ているところであるが、確保に苦労している介護施設等もあり、外国に人

材を求める動きが出ている。 

アウトカム指標：補助事業者が運営する学校への翌年度の留学生入学者

数 

事業の内容

（当初計画） 

介護福祉士養成施設が外国人留学生を確保するために行うＰＲ活動に

係る費用の一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

補助事業者数 

アウトプット

指標（達成値） 

補助事業者数 １事業者 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

補助事業者が運営する学校への R5 留学生入学者数（日本語学校）44 人 

（１）事業の有効性 
 介護福祉士養成施設運営法人が行う海外での PR 活動経費の一部を助

成することで、介護福祉士をめざす外国人留学生の確保につながった。 
 

（２）事業の効率性 

 前年度までの実績等を基に申請候補者を絞り込んで電話で案内し、効

率的に周知を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】 

介護福祉士をめざす外国人留学生の受入支援事業（奨

学金等支援事業） 

【総事業費】 

  2,560 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県においては、各種の事業を展開し、国内での介護人材の確保に努め

ているところであるが、確保に苦労している介護施設等もあり、外国に人

材を求める動きが出ている。 

アウトカム指標：介護福祉士養成施設の外国人留学生 

事業の内容

（当初計画） 

介護施設等が外国人留学生に対して支援する奨学金等に係る費用の一

部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

補助事業者数及び対象留学生数 

アウトプット

指標（達成値） 

対象留学生補助人数 12 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 留学生数（R２）47 人 

              〃  （R３）61 人     

   〃  （R４）40 人     

 ＜最新＞ 〃   (R５) 10 人     

（１）事業の有効性 
 奨学金等費用を一部補助することで法人の負担軽減につながった。 
 即戦力となる質の高い外国人介護人材の確保につながった。 
 
（２）事業の効率性 
 前年度までの実績等を基に申請候補者を絞り込んでメールで案内し、

効率的に周知を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】 

元気に活躍する明るい長寿社会づくり支援事業（介護

の担い手体験事業） 

【総事業費】 

  85 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

元気な高齢者の介護分野での就労促進 

アウトカム指標：就労体験後の高齢者の介護サービス事業所への就職者

数 

事業の内容

（当初計画） 

元気な高齢者に対し、介護の担い手として活躍してもらうため、介護施

設における就労体験を実施し、就労意欲のある高齢者に福祉人材センタ

ー等に登録してもらい、その後の就労の有無を確認する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

就労体験参加者数 40 名 

アウトプット

指標（達成値） 

就労体験参加者数 0 名 

令和４年８月１日から１０月３１日までを募集期間として募集をかけた

が、８月１１日から１０月４日まで、県から医療非常事態宣言や医療緊急

警報が発令されたため、本事業を中断。 １０月５日からに再度募集を行

ったものの、希望者はいなかった。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： コロナの影響により事業中止 

（１）事業の有効性 
 令和元年度は本事業に元気な高齢者が８名参加し、２名が福祉人材セ

ンターへの登録を希望した。体験者アンケートでは、６名が「良い体験に

なった」「勉強になった」旨の回答をした。 
 
（２）事業の効率性 
 新聞、雑誌等への広告の掲載や、チラシの配布、テレビ、ラジオ、SNS
等により本事業の広く広報したものの、募集時期が新型コロナ流行時期

と重なったっため、就労体験希望者の確保ができなかった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22】 

介護現場におけるＩＣＴ導入支援事業 

【総事業費】 

  91,430 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

生産年齢人口の急速な減少、県外や他の高付加価値産業への人口流出

等を勘案すれば、現職の介護職員が最大限に力を発揮し、生産性の向上を

図ることが不可欠である。 

アウトカム指標：記録等作成業務の時間の短縮、介護職員の離職率の低下 

事業の内容

（当初計画） 

介護事業所におけるＩＣＴ化を抜本的に推進するため、ＩＣＴ化を活

用して介護記録から請求業務まで一気通貫して行うことができるよう、

介護事業所における介護用ソフト及びタブレット端末等に係る購入費用

に対して助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

補助事業所 157 事業所 

アウトプット

指標（達成値） 

補助事業所 130 事業所 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

・令和３年度に本事業によって ICT を導入した事業所のうち、記録に要

する時間が削減されたと回答した事業所の割合９４％。 

・令和４年度の導入効果報告未発表（厚生労働省より） 

・介護職員の離職率 

令和３年度(16．3％)→令和４年度(12.8％) 

（１）事業の有効性 
ＩＣＴの導入により、介護記録から請求業務までを一気通貫で行うこと

可能となる。これにより、文書の転記が不要となったり、報酬請求の業務

の効率化に繋がる等、職員の負担軽減及び職場環境の改善が図られた。 
（２）事業の効率性 
介護保険事業所全般において、ICT 導入の需要が高まっていることから、

通所系及び施設系にも対象を拡大して事業を行った。また、実施要綱補補

助率で文書量半減の項目も増やし補助事業所数の増加に貢献した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23】 

労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業（導

入支援） 

【総事業費】 

  28,471 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月 31 日 

□☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護人材を確保するためには介護サービス事業者に対し、介護ロボッ

トの導入や、体力に不安のある女性介護職員等も継続して就労しやすい

環境整備を支援する必要がある。 

アウトカム指標：県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボッ

トを導入している施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容

（当初計画） 

県内の介護サービス事業者が行う介護ロボットの導入や通信環境整備を

支援する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

補助事業所数 

アウトプット

指標（達成値） 

補助事業所数 101 事業所 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 県内の特別養護老人ホームのう

ち、何らかの介護ロボットを導入している施設の割合 100% 

（１）事業の有効性 
 センサーマットの導入により、利用者の離床状況が早期に把握できる

ことにより、支援のタイミングが効果的に対応できるようになった。ま

た、移乗サポートの介護ロボットの導入により、介護職員の腰痛予防だけ

でなく、転倒のリスクの減少にもつながった。 
 それらによって、介護職員の身体的な負担の軽減や、業務の効率化につ

ながった。 
（２）事業の効率性 
 県ホームページで周知するともに、介護保険事業所に直接メールで案

内し、効率的に周知を行った。 

その他 R4 実績：R3 基金分(69,876 千円)+R4 基金分（28,471 千円） =98,347 千

円 

※R4 基金の充当額［R4 年度分］28,471 千円、［R5 年度分］4,100 千円、

計 32,571 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24】 

労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業 

（セミナー・見学会） 

【総事業費】 

  0 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護人材を確保するためには介護サービス事業者に対し、介護ロボッ

トの導入や、体力に不安のある女性介護職員等も継続して就労しやすい

環境整備を支援する必要がある。 

アウトカム指標：県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボッ

トを導入している施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容

（当初計画） 

介護ロボットの普及促進を図るため、介護ロボット導入の先進事例や

導入効果を紹介セミナー・先進事例見学会を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

セミナー・見学会の参加事業者数 

アウトプット

指標（達成値） 

令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により実

施できなかった。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 未実施 

（１）事業の有効性 
新型コロナの影響等を受け、事業を実施できなかった。 

 
（２）事業の効率性 
新型コロナの影響等を受け、事業を実施できなかった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25】 

介護ロボット体験・普及促進事業 

【総事業費】 

  3,729 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護サービス事業者への介護ロボットの効果的な導入を支援するた

め、県福祉総合センターの福祉用具展示場に実際に体験できるコーナー

を設置し、介護サービス事業者に対し、一定期間無償貸出を行う必要があ

る。 

アウトカム指標：県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボッ

トを導入している施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容

（当初計画） 

展示・貸出用の介護ロボットを県が購入し、配置する。また、来場者に

対し、介護ロボットの効果的な活用方法や導入事例、導入効果を紹介する

とともに、介護サービス事業者に対し、一定期間無償貸出を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

展示場を利用し、介護ロボットを導入した事業所数 年間４５か所 

アウトプット

指標（達成値） 

介護ロボット展示 ６機器 

介護ロボット貸出 １１件 

介護ロボットの見学・説明 ３４４人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内の特別養護老人ホームのう

ち、何らかの介護ロボットを導入している施設の割合 100% 

（１）事業の有効性 
介護ロボットの展示により、福祉用具展示場に介護ロボットを実際に

体験できるようになり、介護サービス事業者への貸出につながった。 
それらによって、介護職員の身体的な負担の軽減や、業務の効率化に資す

る介護ロボットの認知度向上につながった。 
 
（２）事業の効率性 
 県ホームページで周知するともに、介護保険事業所に直接メールで案

内し、効率的に周知を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26】 

未来へはばたけ！福祉系高校生応援事業 

【総事業費】 

  7,861 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護人材を安定して確保していくためには未来の宮崎の介護現場を担

う若い介護職員を育成・確保することが必要であるが、介護福祉士を養成

する福祉系高校の入学定員充足率が低い状況となっている。 

福祉系高校では、学費以外に介護の専門教育を学ぶための実習費、教材

費、被服費等の負担感が大きく、福祉系高校への入学の障壁となってい

る。 

アウトカム指標：令和４年度卒業者における県内就職者の増加 

事業の内容

（当初計画） 

福祉系高校生の実習に係る経費等を助成 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

令和５年度入学者の増加 

アウトプット

指標（達成値） 

令和４年度と比較して入学者数は減少 

福祉系高校生 335 名に助成 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：Ｒ４高校卒業者における県内就

職者数は 44 名であったが、県内就職率 88％以上を維持することができ

た。 

（１）事業の有効性 
 新型コロナの影響で実習回数が減少するなどして助成実績額は予定よ

り減少したが、福祉系高校の魅力が向上し、学生や保護者からも喜ばれた

が、入学者数の増加には至らなかった。 
（２）事業の効率性 
 福祉系高校と連携して、事業の周知、助成手続き等を実施した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27】 

外国人介護人材確保対策事業 

（外国人介護人材受入セミナーの開催） 

【総事業費】 

 964 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

今後ますます増大する介護ニーズに対応していくため、県内の介護従

事者の確保は喫緊の課題。 

外国人材採用を検討している事業者は一定数存在するが、採用に関す

るノウハウの不足やコミュニケーションに関する不安等が採用の妨げと

なっている。 

アウトカム指標：県内外国人介護人材数の増 

事業の内容

（当初計画） 

外国人材採用を検討している介護サービス事業者向けに、外国人介護

人材受入制度に係る法令（入管法・技能実習法等）、具体的な外国人材採

用方法及び不安解消に関するセミナーを実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

セミナー受講者数 

アウトプット

指標（達成値） 

外国人介護人材受入セミナー受講者 73 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：外国人材数（R3.3 末） 93 人 

（R4.3 末）167 人   

 ＜最新＞ (R5.6 末) 275 人   

（１）事業の有効性 
 外国人介護人材を雇用する介護事業者に対し、情報提供、経費の補助の

両面から支援を行った。 
（２）事業の効率性 
 新型コロナ感染症の影響を受け、場所にとらわれず参加できるようセ

ミナーをオンラインで開催した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28】 

外国人介護人材確保対策事業 

（外国人介護人材受入施設等環境整備事業） 

【総事業費】 

 2,081 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

今後ますます増大する介護ニーズに対応していくため、県内の介護従

事者の確保は喫緊の課題。 

外国人材の円滑な定着のため、外国人材を受け入れる事業所の受け入

れ環境整備（多言語翻訳機の購入や外国人材の学習支援等）の需要が高ま

っている。 

アウトカム指標：県内外国人介護人材数の増 

事業の内容

（当初計画） 

外国人材を受け入れる介護事業所に必要な機材の購入や研修の実施に

要する経費等への補助を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

補助事業者数 

アウトプット

指標（達成値） 

外国人介護人材受入施設等環境整備事業利用 24 事業所 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 外国人材数（R3.3 末） 93 人 

 （R4.3 末）167 人   

＜最新＞ (R5.6 末) 275 人   

（１）事業の有効性 
 より多くの介護人材の確保を図るため、外国人介護人材を受け入れる

介護事業所に対し、外国人材が円滑に定着できる環境整備を行うのに必

要となる費用への補助を実施した。 
（２）事業の効率性 
 環境整備事業の実施を通して介護事業所側のニーズを把握することが

出来た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29】 

新人介護職員定着支援事業 

（新人介護職員交流研修の開催） 

【総事業費】 

 2,756 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 15.7％で、前年（18.5％）

と比べると改善しているものの、採用から３年未満の若手介護職員の離

職率は ６割を超えており、教育や研修等による、若手職員定着のための

対策が必要である。また、介護職員の離職理由として、「職場の人間関係

の問題」、「自分の将来の見込が立たないこと」、「法人や施設等の理念や運

営方針等に対する不満」が上位に入っている。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低下、本県における介護

職員の採用後３年未満の離職率 61.4%→50% 

事業の内容

（当初計画） 

本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、新人介護職員のモチベ

ーション向上及び事業所の枠を超えた交流機会の創出を目的とした研修

を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修参加者数 

アウトプット

指標（達成値） 

Ｒ４研修参加者数 44 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：本県における令和４年度の介護

職員の採用後３年未満の離職率 64.6％であるが、受講者からは悩み・不

安を解決に導く研修であったとの評価を受けた。  

（１）事業の有効性 
 受講者が抱える悩みや不満を把握することや解決への道筋を示す研修

を実施し、受講者からは満足度の高い研修であったとの意見があった。 
 
（２）事業の効率性 
 新型コロナの感染状況を踏まえ一部オンラインでの研修を実施したほ

か、研修への参加について、県庁ホームページ、介護事業所への郵送、各

ＳＮＳでの周知に取り組んだ。 

その他  



   

- 66 - 
 

  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30】 

新人介護職員定着支援事業 
（新人育成担当者養成研修の開催） 

【総事業費】 

 1,654 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 15.7％で、前年（18.5％）

と比べると改善しているものの、採用から３年未満の若手介護職員の離

職率は ６割を超えており、教育や研修等による、若手職員定着のための

対策が必要である。また、介護職員の離職理由として、「職場の人間関係

の問題」、「自分の将来の見込が立たないこと」、「法人や施設等の理念や運

営方針等に対する不満」が上位に入っている。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低下、本県における介護

職員の採用後３年未満の離職率 61.4%→50% 

事業の内容

（当初計画） 

本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、各介護事業所・施設にお

ける新人育成担当者向けの研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修参加者数 

アウトプット

指標（達成値） 

Ｒ４研修参加者数 29 名 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：本県における令和４年度の介護

職員の採用後３年未満の離職率 64.6％であるが、受講者からは悩み・不

安を解決に導く研修であったとの評価を受けた。  

（１）事業の有効性 
 受講者が抱える悩みや不満を把握することや解決への道筋を示す研修

を実施し、受講者からは満足度の高い研修であったとの意見があった。 
 
（２）事業の効率性 
 新型コロナの感染状況を踏まえ一部オンラインでの研修を実施したほ

か、研修への参加について、県庁ホームページ、介護事業所への郵送、各

ＳＮＳでの周知に取り組んだ。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31】 

介護サービス継続支援事業 

【総事業費】 

 332,678 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護サービスは、要介護・要支援の高齢者やその家族にとって住み慣れ

た地域における生活を支えるために必要不可欠なものであり、新型コロ

ナウイルス感染症の発生による介護サービス提供体制に対する影響をで

きるだけ小さくしていく必要がある。 

アウトカム指標：新型コロナ発生事業所等でのサービスの継続 

事業の内容

（当初計画） 

介護サービス事業所等で感染者が発生した場合でも、継続してサービ

スを提供できるよう、かかり増し経費の補助や緊急時の応援職員派遣調

整等を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 補助実施事業所・施設等数 

② 応援派遣候補者登録数 

アウトプット

指標（達成値） 

① 補助実施事業所・施設等数 324 事業所 

② 応援派遣候補者登録数 40 人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：廃止事業所数：R3 37 事業所→

R4 34 事業所  

（１）事業の有効性 
 新型コロナウイルス発生事業所に対し、かかり増し経費を補助するこ

とで、サービス提供の継続を図ることができた。また、コロナ発生事業所

に対する応援職員の派遣体制を構築することができた。 
（２）事業の効率性 
 コロナ感染拡大の第７波及び第８波の影響により、想定を大幅に超え

る申請があり多くの申請分について繰り越し予算で対応することとなっ

た。今後、申請ついてより効率的な方法を検討する必要がある。また、コ

ロナ発生事業所に対する応援職員の派遣体制については、様々な方法（県

の直営等）について検討し、より効果的な方法を模索する必要がある。 

その他 R4 実績：R3 基金分(71,634 千円)+R4 基金分（332,678 千円） =404,312 千

円 

※R4 基金の充当額［R4 年度分］332,678 千円、［R5 年度分］875,000 千

円、計 1,207,678 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32】 

宮崎県高齢者保健福祉計画策定事業（介護サービス事

業所等実態調査） 

【総事業費】 

 4,191 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年、生産年齢人口の減少と

介護ニーズの増大が見込まれる令和 22（2040）年の双方を見据え、介護

人材の確保は介護分野における最重要課題となっている。 

サービス種類別・職種別・市町村別・高齢者保健福祉圏域別等の介護職

員数や不足状況を把握し、人材確保の効果的な取組を継続的に実施する

必要がある。 

アウトカム指標：分析に基づいた関係機関との協議・施策の立案、介護サ

ービス従事者数の増加  

事業の内容

（当初計画） 

県内介護サービス事業所等を対象に、介護従事者数を調査する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

調査票回収率 80％ 

アウトプット

指標（達成値） 

調査票回収率 60.6％ 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 介護従事者数（R元）21,447 人 

              介護従事者数（R２）22,060 人 

                            ＜最新＞介護従事者数（R３）21,730 人 

(1) 事業の有効性 
次期宮崎県高齢者保健福祉計画の策定に向け、指定介護サービス種類

別・職種別・市町村別等の介護職員数の実数を把握するとともに、市町村

別介護人材需給推計の実施及び地域の実情に応じた人材確保対策のあり

方を検討するために必要な調査・分析を行った。 
(2) 事業の効率性 
必要な調査・分析を行ったことで、現状・課題を把握し、今後の人材確

保対策のあり方を検討する材料を収集することができた。 

その他  



   

- 69 - 
 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33】 

介護福祉士養成施設学生支援事業 

【総事業費】 

 3,926 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護人材を安定して確保していくために、将来の介護現場を担う若い

介護職員を育成・確保することが必要であるが、介護福祉士養成施設の入

学定員充足率が低い状況となっている。 

養成施設の学生に対しては「介護福祉士修学資金貸付」の制度が設けられ

ているが、「実習費」は貸付対象となっていない。 

 介護福祉士養成施設からは、実習費など学生の負担に対する補助があ

れば、高校生への進路説明会やハローワークでの求職者説明会の際に養

成施設への入学をさらに積極的にＰＲすることができ、入学者増への期

待が高いとの声が寄せられている。 

アウトカム指標：令和４年度卒業者における県内就職者の増加 

事業の内容

（当初計画） 

介護福祉士養成施設学生の実習等に係る経費を助成 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

令和５年度入学者の増加 

アウトプット

指標（達成値） 

令和５年度入学者 25 名減少 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内就職者数（福祉関係） 

（令和 3年度卒）79 人 

（令和 4年度卒）77 人  

(1) 事業の有効性 
県内の介護福祉士養成施設（専門学校・大学等）の学生が介護を学びや

すい環境を整え、将来の介護人材の育成・確保を図るため、学生が負担す

る実習費の一部助成を実施した。新型コロナの影響もあり、外国人の入学

者が減少するなどの理由で、入学者は昨年度比で 25 名減少した。(2) 事
業の効率性 
事業の対象となる学生全員が助成を受けられるよう、県内全ての介護

福祉士養成施設（専門学校・大学等）７校に連絡し、申請を受け付けた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34】 

介護の職場環境改善促進・職場リーダー育成事業 

【総事業費】 

 4,153 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 19.1％と、全国平均の

14.9％より高い水準にある。また、介護職員の離職理由に｢人間関係｣や

｢結婚・妊娠・出産・育児｣、｢法人等の運営等に対する不満｣が上位を占め

る一方、事業者が取り組む離職防止や定着促進の方策については、｢経営

者と従業員の経営方針等の共有機会の確保」や｢管理者・リーダー層の育

成等｣はいずれも２割に満たない状況にある。 

 こうした状況から、管理者等に対する雇用管理の理解促進、職場環境改

善を担う人材育成を通して、介護人材確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：本県における１年間の介護職員の離職率低下、同採用率

の上昇 

事業の内容

（当初計画） 

① 経営者・管理者等を対象に、雇用管理の理解を促進するための講 

 演会を開催 

③ 管理者・リーダー層を対象に、職場環境改善を推進する人材育成  

 を目的とした研修を実施 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①本県における１年間の介護職員採用率 

  15.1％（全国数値 16％)→16％ 

②同離職率 

  19.1％(全国数値 14.9％)→15％ 

③職場リーダー育成数 540 名(3 年間) 

アウトプット

指標（達成値） 

① 19.6％（令和 4年度） 

② 12.8％（令和 4年度） 

③ 研修参加者：212 人（令和 4年度） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：離職率：6.3％低下 

                  採用率：4.5％上昇  

（１）事業の有効性 
 未来の管理職向けへの研修を開催することで、雇用管理や職場環境へ

の理解を深めさせることができた。 
（２）事業の効率性 
 委託先と連携し、県内７カ所での研修を実施した。各地で感想を聞き、

次の研修に活かすことで、効率的に実施できた。 

その他  


